
【自主財源・自主財源比率】市が自主
的に収入しうる財源。具体的には市税、
分担金及び負担金、使用料、手数料、
財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、
諸収入をいう。また、総収入額に占め
る自主財源の割合を自主財源比率とい
う。比率が100に近いほど財源の自主
性が高いことを示している。 
【臨時財政対策債】交付税を自治体に
交付するために必要な財源に不足が生
じた場合、国が一括して不足相当額を
借り入れる従来の方式を改め、地方が
直接借り入れる方式に切り替えられた
地方債。国から交付される普通交付税
の一部をこの臨時財政対策債に振替え
ることとなる。 
【財政調整基金】年度間の財源の不均
衡を調整するための積立金。一般家庭
の貯金にあたるもの。 
【経常収支比率】財政構造の弾力性（余

裕）をあらわしたもの。70％～ 75％
が妥当であるといわれている。歳出の
うち人件費や物件費、公債費など、毎
年必ず支払う経費を経常的経費という。
また、市税や地方交付税など毎年常に
入ってくる財源を経常―般財源という。
この使い道が自由な経常一般財源のう
ち経常的経費に充てられる割合が経常
収支比率となる。比率が低いほど自由
に使える資金が多いことになる。 
【公債費比率】公債費とは市債等の返
済金である。この返還金が一般財源に
占める割合を公債費比率という。この
指標は毎年の償還金が地方公共団体の

財政を圧迫していないかどうかを示し
ている。 
【起債制限比率】国が算定した個々の
市町村の規模にふさわしい標準的な一
般財源の規模を標準財政規模といい、
これに対する公債費の割合を起債制限
比率という。この指標は現在借りてい
る市債が妥当かどうかを判断するもの
である。この数値が20％を超えると、
市債の新規発行に制限が加えられる。 
【財政力指数】地方公共団体の財政力
をあらわしたもの。１に近くあるいは
１を超えるほど、財政に余裕があるこ
とを示している。 

人件費（20.4％）

物件費（10.7％）

補助費等（7.4％）

普通建設事業費（16.3％
）

扶助費（11.4％）

公債費（9.2％）

繰出金（12.6％）

平
成
16
年
度
の
決
算
状
況 

　
市
で
は
、
年
2
回
市
の
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
平
成

１６
年
度
の
一
般
会
計
・
特
別
会
計
の
決
算
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

歳入総額 
127億7,171万円（純計額38,183万円） 

歳入 

地方交付税 
37億3,529万円 
（29.2％） 

その他 
14億8,357万円 
（11.6％） 

市　税 
31億1,769万円 
（24.4％） 

8億 
6,553万円 
     （6.8％） 

繰入金 
諸収入 5億3,821万円（4.2％） 
 

　7億 
3,414万円 
　（5.7％） 

国庫支出金 

県支出金 
10億　　　　 
1,738万円 
　　  （8.1％） 

歳出総額 
124億100万円 
　（純計額38,183万円） 

合計102億5,132万円 

災
害
復
旧 

　
事
業
費（
0.5
％
） 

維
持
補
修
費 

　
　
　（
2.3
％
） 

投
資
及
び 

　
出
資
金（
0.2
％
） 

積
立
金 

　（
5.6
％
） 

貸
付
金（
3.4
％
） 

市 税 の 収 入 状 況 

市 債 残 高 の 状 況 一 般 会 計 
目 的 別 市 債 残 高 

指 標 で み る 財 政 事 情 

市 有 財 産 の 状 況 

会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 差し引き 

8万円 

0万円 

977万円 

0万円 

1億1,369万円 

1,928万円 

2,546万円 

0万円 

242万円 

39万円 

育 英 資 金  

都市計画土地区画整理事業 

下 水 道 事 業  

簡 易 水 道 事 業  

国 民 健 康 保 険  

老 人 保 険  

介 護 保 険  

勝山温泉センター  

農業集落排水事業  

市 有 林 造 成 事 業  

3,844万円 

137万円 

19億9,794万円 

8,246万円 

22億6,297万円 

37億6,735万円 

19億5,378万円 

9,545万円 

3億8,397万円 

3,349万円 

3,836万円 

137万円 

19億8,817万円 

8,246万円 

21億4,928万円 

37億4,807万円 

19億2,832万円 

9,545万円 

3億8,155万円 

3,310万円 

31億1,769万円 

市民税 
11億166万円 
（35.3％） 

固定資産税 
15億6,652万円 
（50.2％） 

軽自動車税 
5,262万円（1.7％） 

市たばこ税 
1億5,332万円（4.9％） 

入湯税 
3,003万円（1.0％） 

都市計画税 
2億1,354万円（6.9％） 

一 般 会 計 102億5,132万円 

下水道事業 74億3,515万円 

簡易水道事業 7億7,252万円 

農業集落排水事業 10億7,987万円 

市有林造成事業 6,819万円 

合　　　　計 196億 705万円 

特 

別 

会 

計 

（平成17年3月31日現在） 

建　　　物 
土　　　地 
立　　　木 
基　　　金 
　現金・預金等 
　（うち財政調整基金） 
　（うちその他の基金） 
　土　　地 
　そ の 他 
有 価 証 券 
出　資　金 
債　　　権 

14万1,618㎡ 
2,229万4,141㎡ 
22万5,526m 

 
24億2,150万円 
7億9,188万円 
16億2,962万円 

5,313㎡ 
60万円 

3億1,400万円 
5億3,831万円 
2億9,188万円 

民生  5億9,321万円 

6億3,797万円 

7億4,655万円 衛生 

土木 

土木　　　 
（都市計画・整備） 土木（公園） 

22億8,002万円 

10億1,641万円 
  教育 

その他 11億8,064万円 

　 農林 
水産 

消防 3億2,672万円 

臨時財政対策債 
16億1,230万円 

商工 2億8,169万円 

8億2,732万円 

（道路・橋梁・河川・住宅） 
7億4,849万円 

※用語解説 

勝　　山　　市 

16
年
度 

15
年
度 

勝  山  市（速報値） 

県内8市平均（速報値） 

86.1％ 

経常収支比率 

88.1％ 

87.3％ 

12.1％ 

公債費比率 
※ ※ ※ ※ 

12.5％ 

14.2％ 

7.6％ 

起債制限比率 

7.9％ 

9.8％ 

0.485

財政力指数 

県 内 8 市 平 均 84.7％ 14.0％ 9.5％ 0.697

0.483

0.692

【平成１5、１6年度地方財政状況調査より（指標はすべて普通会計決算）】 

市　債 
   12億7,990万円 
（10.0％）  　  

歳出 

総務費 
20億6,985万円 
（16.7％） 

民生費 
37億385万円 
（29.9％） 

衛生費 
6億7,987万円 
（5.5％） 

土木費 
18億6,724万円 
（15.1％） 

消防費　3億1,245万円（2.5％） 

教育費 
10億9,822万円 
（8.9％） 

災害復旧費　6,092万円（0.5％） 

公債費 
11億4,317万円 
（9.0％） 

商工費　3億9,362万円（3.2％） 

議会費　1億7,454万円（1.4％） 

労働費 
2億3,323万円 
（1.9％） 
農林水産業費 
6億6,404万円 
（5.4％） 

繰 越 金  
分担金および負担金 
地方消費税交付金 
地 方 譲 与 税  
使用料および手数料 
地方特例交付金  
自動車取得税交付金 
利 子 割 交 付 金  
配 当 割 交 付 金  
株式等譲渡所得割交付金 
財 産 収 入  
交通安全対策特別交付金 
寄 付 金  

3億3,066万円 
1億5,727万円 
2億6,922万円 
2億4,229万円 
2億 877万円 
1億 669万円 
1億 272万円 
3,062万円 
520万円 
522万円 
1,555万円 
588万円 
348万円 

財政公表 財政公表 

3

（参考） 
うち22億7,390万円が 
普通交付税算入対象 

※ 
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市
債
に
つ
い
て
は
、
健
康
福
祉
セ
ン
タ
ー
「
す

こ
や
か
」
建
設
な
ど
に
よ
り
3
億
4
5
0
万
円
、

３１
・
2
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
　
出

総
務
費
は
、
ふ
れ
あ
い
交
流
館
管
理
運
営
費
、

選
挙
執
行
費
、
え
ち
ぜ
ん
鉄
道
支
援
事
業
費
な
ど

を
削
減
し
た
も
の
の
、
財※

　

政
調
整
基
金
の
積
立
金

が
1
億
9
9
3
4
万
円
、
４０
・
8
％
の
増
と
な
っ

た
た
め
4
7
3
0
万
円
、
2
・
3
％
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。
財
政
調
整
基
金
残
高
は
、
2
6
7
9

万
円
、
3
・
3
％
減
の
7
億
9
1
8
8
万
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。
民
生
費
は
、
健
康
福
祉
セ
ン
タ
ー

建
設
事
業
に
9
億
2
7
8
9
万
円
を
支
出
し
た
の

を
は
じ
め
、
児
童
手
当
給
付
費
の
増
な
ど
で
、
7

億
5
5
0
1
万
円
、
２５
・
6
％
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。
衛
生
費
で
は
、
職
員
人
件
費
や
廃
棄
物
処

理
施
設
負
担
金
の
減
な
ど
で
、
8
0
6
1
万
円
、

１０
・
6
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
農
林
水
産
費

は
、
林
業
構
造
改
革
事
業
の
減
な
ど
に
よ
り
6
9

1
9
万
円
、
9
・
4
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

災
害
復
旧
費
で
は
、
福
井
豪
雨
災
害
に
よ
る
復
旧

事
業
費
に
よ
り
、
5
1
0
9
万
円
、
5
2
0
％
の

増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

建
設
事
業
全
体
で
は
、
健
康
福
祉
セ
ン
タ
ー

「
す
こ
や
か
」
建
設
、
ま
ち
な
か
整
備
な
ど
を
推

進
し
、
２０
億
3
3
2
7
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
平
成
１６
年
は
市
制
が
施
行
さ
れ
て
か
ら

５０
周
年
と
な
り
、
半
世
紀
の
歩
み
を
振
り
返
り
新

た
な
時
代
を
切
り
開
く
契
機
と
な
る
よ
う
な
記
念

事
業
を
実
施
し
ま
し
た
。
事
業
内
容
は
、
記
念
式

典
、
な
ん
で
も
鑑
定
団
誘
致
、
く
ら
し
の
礼
儀
作

法
発
行
、
他
6
事
業
で
事
業
費
は
、
1
1
2
0
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
の
市
債
残
高
は
、
1
0
2
億
5
1
3

2
万
円
と
な
り
2
億
3
4
3
万
円
、
2
・
0
％
の

増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
臨
時
財
政
対
策

債
を
除
い
た
残
高
は
８６
億
3
9
0
2
万
円
で
、
2

億
4
5
4
7
万
円
、
2
・
8
％
の
減
と
な
り
、
4

年
連
続
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

総
　
括

平
成
１６
年
度
勝
山
市
一
般
会
計
決
算
は
、
歳
入

が
1
2
7
億
7
1
7
1
万
円
、
歳
出
が
1
2
4
億

1
0
0
万
円
と
な
り
、
歳
入
で
5
・
5
％
の
増
、

歳
出
で
5
・
3
％
の
増(

前
年
度
比=

以
下
同
じ)

と
な
っ
て
い
ま
す
。
歳
入
歳
出
の
差
引
き
の
う
ち

翌
年
度
へ
繰
り
越
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
財
源
3

5
2
4
万
円
を
引
い
た
3
億
3
5
4
7
万
円
が
実

質
的
な
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
　
入

市
税
の
収
入
総
額
は
３１
億
1
7
6
9
万
円
で
3

6
6
3
万
円
、
1
・
2
％
の
減
、
前
々
年
度
と
比

べ
る
と
2
・
8
％
の
減
と
な
っ
て
お
り
、
景
気
低

迷
の
影
響
か
ら
5
年
連
続
の
減
と
な
っ
て
い
ま

す
。
自※

　

主
財
源
は
2
億
3
4
8
2
万
円
の
増
と
な

り
、自※

　

主
財
源
比
率
は
４０
・
0
と
な
っ
て
い
ま
す
。

地
方
交
付
税
の
決
算
額
は
、
３７
億
3
5
2
9
万

円
で
、
2
億
6
3
1
2
万
円
、
6
・
6
％
の
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。




